特別交付税の減額措置に関わって地公部会が総務省と交渉－2/18

※この交渉情報は、ホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。

　公務員連絡会地公部会は、2月18日、2012年度特別交付税の取扱いについて総務省交渉を実施した。

　交渉には、総務省公務員部給与能率推進室から小岩課長補佐、自治財政局財政課から梶課長補佐が、地公部会からは、藤川事務局長、森本幹事、宇高幹事、禧久幹事、山尾幹事らが出席した。

　交渉では最初に、藤川事務局長が要請書（別掲）を手交し、「地方公務員の給与については、労働基本権制約の代償である人事委員会勧告制度や自治体労使間の交渉によって決定されることが原則と考えている。ところが、諸手当などの支給水準が国の基準を超えている自治体に対して、特別交付税を減額するという措置が取られており、それでは給与決定の原則に反することから、本日の申入れをさせていただいている。現時点での特別交付税の作業の進捗状況と今年の考え方について教えていただきたい。」と要請の趣旨を述べた。

　これに対して、総務省は、「特別交付税は、12月と３月に交付している。省令（別紙）では、恒久的な措置を本則に書き、当該年度のみの時限的な措置を附則に書いている。第四条は、道府県の３月分に係る算定方法を記載しており、この中で、ご指摘の「減額措置」を明記している。（イ）期末・勤勉手当、（ロ）徒歩通勤手当、（ハ）退職時特別昇給、（二）寒冷地手当、（ホ）地域手当について、それぞれ超過支給額等をそれぞれの道府県の特別交付税の額から控除している。第五条は市町村分で、同様の規定である。これらは本則の規定であり、恒久的な措置である。昨年の特別交付税の交付決定は、３月23日だったが、今年も同時期にむけて作業を進めている。」と回答をした。

　これに対して、地公部会からは、①自治体に対して調査を依頼した基準日はいつか、②地域手当については、国の官署がない地域で支給した場合は減額の対象とされているが、国の官署がない地域においても、物価水準が高い地域と低い地域があり、高い地域の場合は、支給しても特別交付税減額の対象とするべきではないのではないか、と求めた。

　総務省は、①調査の基準日は、2013年１月１日、②総務省としては、地域手当について人事院の基準と別の基準を設けることは考えていない、このため、人事院が支給基準を見直す時期に適切に対応したい。

　３月に要請に対する回答交渉を実施することを確認して申入れを終了した。
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特別交付税の減額措置に対する申入れ

　貴職におかれましては、ますますご清栄のこととおよろこび申し上げます。

　私どもは、地方公務員の給与については、各地方自治体における労使交渉を踏まえて決定されるべきと考えます。総務省においても、この間、地方公務員の給与については、労働基本権制約の代償機能である人事委員会の勧告制度、労使間の交渉、勤務条件条例主義などの給与決定の原則に則って決定されるべきとの考えを示しておられます。

　ところが、総務省令では､諸手当等の支給水準が国の基準を超えている自治体に対して、特別交付税を減額することとされており、これらの措置は、人事委員会の勧告制度、労使交渉を経て、条例で定めるという給与決定の原則を否定することになりかねません。

　つきましては、今年度の特別交付税の算定において、下記の事項を十分踏まえて対応されるよう申し入れます。

記

一、諸手当等の支給水準が国の基準を超えている自治体に対して、その取扱いを理由とした特別交付税の減額措置を行わないこと。　

以上

